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政治的討議のためのシティズンシップ教育
――個人の自律と他者への共感という概念を軸として――
井之口　智亮
はじめに
　リベラル・デモクラシー体制を採用している欧
米諸国では近年、リベラルで民主的な社会の維持
と発展に能動的に参加する市民を育成することを
目標とするシティズンシップ教育（citizenship 
education）というトピックへの関心が高まって
いる。カナダ、アメリカ合衆国、オーストラリ
ア、フランスにおいてもシティズンシップ教育の
必要性があらためて認識されるようになってきて
いることは確かだが、なかでもイギリスにおける
シティズンシップ教育の試みは注目すべき事例で
ある。イングランドでは、2002年度に中等学校
に通う11歳から16歳までの学生を対象としてシ
ティズンシップ教育が必修科目として義務化さ
れ、初等学校においても必修科目に準ずるものと
して定められた。また、ウェールズ、スコットラ
ンド、北アイルランドの各地域においても、イン
グランドと別箇のカリキュラム体制をとりつつ
も、「能動的で十分な知識を備えた責任ある市民
（active, informed, and responsible citizens）」の
育成というイングランドの基本的スタンスに影響
を受けたシティズンシップ教育が実施されてい
る。
　このような英国をはじめとする、欧米のリベラ
ル・デモクラシー諸国でのシティズンシップ教育
の実践は、日本においても大きな関心の的となっ
ている。日本において、シティズンシップ教育の
可能性を論じた研究として着目すべきものとして
は、小玉重夫の研究がまず挙げられるだろう 1。
また、シティズンシップ教育に含まれるべき具体
的な内容について、より詳細に論じ、政策提言を
行っているものとしては、経済産業省の『シティ
ズンシップ教育と経済社会での人々の活躍につい
ての研究会報告書』2や総合研究開発機構（NIRA）
の『教育の制度設計とシティズンシップ・エデュ
ケーションの可能性』3 などの報告書がある。
　こうしたシティズンシップ教育への関心の高ま
りは、近年の政治的・社会的な事象や傾向を背景
としている。市民の政治的無関心、福祉国家の破
綻とネオリベラリズムの台頭、グローバル化の進
展と国民国家という枠組みの動揺、多文化化・多
人種化によって生み出された緊張。これらの事象
が、現代のリベラルで民主的な社会が対処すべき
問題として強く認識されるようになり、その有力
な対応策の一つとしてシティズンシップ教育とい
う試みに期待が寄せられるようになっているので
ある。
　他方で、十分な能力と資質をそなえたリベラ
ル・デモクラシー社会の担い手を育てるという課
題は、規範的政治理論の領域においても、考察と
議論の対象となってきた。規範的政治理論が復権
を遂げたと言われる1970年代の段階においては、
合理性と政治的行為能力をそなえた自由で平等な
市民の存在は、所与のものであるかのように扱わ
れ、そのような市民を育てるという課題は、完全
に無視されていたとはいえないとしても、軽視さ
れていたことは確かだろう 4。だが次第に、市民
の育成というトピックはその重要性を増してい
き、注目すべき理論的著作が少なからず生み出さ
れるようになった。
　本稿において扱うのは、まさしくそのような規
範的政治理論の立場から、シティズンシップ教育
を論じている理論家の議論である。具体的には、
ウィリアム・ギャルストン（William Galston）、
スティーヴン・ マセード（Stephen Macedo）、
イーモン・カラン（Eamonn Callan）、エイミー・
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ガットマン（Amy Gutmann） という 4 名の理
論家のシティズンシップ教育をめぐる議論を主
に取り上げることにする。これらの論者は、シ
ティズンシップ教育（あるいは公民教育（civic 
education））という実践を通して、リベラルで民
主的な社会の市民に必要とされる一定の政治的
な能力と資質、すなわち、政治的徳性（political 
virtues）を子供たちに身につけさせることの重
要性を認識している点では共通しているが、どの
政治的徳性をとりわけ重視するのかという点で、
意見を異にしている。本稿は、これらの論者のシ
ティズンシップ教育論を、政治的意見形成・決定
形成における討議（deliberation）の意義を強調
する討議デモクラシーという観点から整理し検討
する。そして、個人の自律という価値を特に重視
し、討議に能動的に参加する市民に必要とされる
政治的徳性として、自分自身の善き生についての
ヴィジョンを批判的に問い直す思考能力だけでな
く、他者の道徳的パースペクティヴを内在的に理
解するための共感（sympathy）が重視されるべ
きであると論ずる、イーモン・カランおよびエイ
ミー・ガットマンの見解を擁護する。カランと
ガットマンは、政治的討議を多様な市民の間でお
こなわれる相互理解のプロセスとしての側面を重
視しており、その観点から、政治的討議に参加す
るなかで、個人としての市民が自己の道徳的パー
スペクティヴを批判的に吟味し、他者のそれを内
在的に理解することを強調している。カランと
ガットマンが擁護するこのような独立した批判的
思考と他者への共感の実践が容易ならざるもので
あるということは直ちに理解されるであろう。し
かし、このような野心的なシティズンシップ教育
の構想を擁護する際の根拠として、社会の不平
等な権力関係から生じる他者の恣意的な「支配」
（domination）をできるだけ是正できるように、
市民には政治的徳性が要請されるという点を最後
に示唆しておきたい。
１．多様性の尊重と寛容という徳
　どのような政治的価値または能力が、シティズ
ンシップ教育のカリキュラムに内包されるものと
して正当化されるべきなのか。この問題に対する
一つの有力な見解として、リベラルで民主的なシ
ティズンシップ教育の構想は、あまり道徳的に要
求が高いものになってはならず、政治的共同体の
諸制度の安定性を確保するという機能的観点から
必要とされる政治的徳性が特定されなくてはなら
ない、という見解がある。このような見解の根底
にあるのは、リベラルな社会は、民族・文化・宗
教の点における多様性を前提としているという認
識であり、この多様性を最大限に尊重することこ
そがリベラリズムの最重要課題であるという確信
である。
　以上のような見解にもとづいてシティズンシッ
プ教育論を展開している理論家が、ウィリアム・
ギャルストンである。ギャルストンは、早くから
リベラルな社会に特有の諸徳性を市民のうちに涵
養することの重要性を説き、そのための手段とし
てシティズンシップ教育（公民教育）の役割に着
目してきたリベラリズムの理論家として知られる
が、彼の議論を見てみると、社会内部の多様性を
極力尊重しつつ、すべての市民に共通して要求さ
れる政治的徳性を特定しようとする彼の姿勢がう
かがわれる。
　まずは、ギャルストンのリベラリズム理解を確
認することから始めよう。彼は、リベラリズムの
伝統の内部には、「啓蒙のプロジェクト」（the 
Enlightenment Project）と「宗 教 改 革 の プ ロ
ジェクト」（the Reformation Project）という二
つの競合する理論的解釈ないしは道徳的コミット
メントを見出すことができると主張する。前者の
「啓蒙のプロジェクト」とは、大まかに言えば、
理性こそが最も重視すべき権威の源泉であり、
「吟味された生」（examined life）は伝統や信仰
への依拠よりもすぐれたものであるという考えで
ある。この見解に拠るならば、自分自身の幸福な
人生についての考え・計画、すなわち、善の構想
（conceptions of the good） との適切な関係は、
そのような構想についての個人の意識的な反省と
コミットメントを通してのみ生じると考えられ
る5。他方、「宗教改革のプロジェクト」とは、キ
リスト教内部の分断の結果として生じた宗教的差
異のもたらす政治的帰結に対処しようとする努力
と結びついた、リベラルな多様性という原理を最
大限に実現しようとする試みである。
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　これら二つのリベラリズムの解釈のうち、ギャ
ルストンが明確に賛意を示しているのは、「宗
教改革のプロジェクト」の方である。そして彼
がこのリベラリズムの系譜に自らを位置づけた
うえで擁護する自由の解釈が、「表現的自由」
（expressive liberty）と呼ばれるものである。表
現的自由とは、ギャルストンの定義によると、
「影響をこうむる個人または集団が、何が生に意
味と価値を与えるのかについて自分の最も深い信
念を表現する仕方で、自分の人生を送ることを不
可能にする、または、著しく困難にするような、
ある個人または集団が他者に対して課す制約の不
在」のことである 6。このような自由は、リベラ
ルな社会の市民が自らの最も深い信念に従って行
為するために必要不可欠のものであり、この自由
を妨害されることは、剥奪と不幸、怨恨と憤慨の
源泉であって、それに我慢できる人などはまずい
ないとされる。
　ギャルストンの議論では、この表現的自由の擁
護は、「啓蒙のプロジェクト」において最重要視
される個人の自律を前提とした、熟慮をへた選択
としての自由という解釈に対する反対論として提
示される。たしかに、個人の自律は、啓蒙のプロ
ジェクトにおける最重要人物の一人であるイマヌ
エル・カントの道徳理論に密接に関連している
し 7、あるいは、もっと政治哲学の歴史を遡って
みるならば、ソクラテス的な生き方にその淵源を
求めることができる 8 のであり、政治哲学の伝統
の中で尊重されるべき価値として確固たる地位を
占めてきた。しかしながら、ギャルストンの見解
によれば、個人の自律とは、リベラルな社会にお
いて可能となるひとつの卓越性の様式にすぎない
のであって、共有されたリベラルな目的には含ま
れない 9。それどころか、個人の自律を、すべて
の市民が達成すべき価値として位置づけてしまう
ことは、社会内部の一定の個人または集団に対し
て、抑圧的に作用してしまう危険性があると彼は
懸念している。
適切に理解されるならば、リベラリズムは多様
性の保護（the protection of diversity）に関す
るものであって、選択の称揚（the valorization 
of choice）に関するものではない。（中略）自
律的な選択という理想――コスモポリタン的な
ブリコラージュは措くとしても――をリベラリ
ズムの核心に置くことは、リベラルな社会の内
部で手に入れることができる可能性の幅を狭め
ることである。多様性のためにこの能力を保護
すると装って、自律の原理は、実際には、自律
を奉じていない生き方への圧力を及ぼすある種
の画一性を表している。10
したがって、リベラルな社会において最も尊重さ
れるべき政治的原理は、自律ではなくて多様性な
のである。
　多様性の原理が社会において実現されるために
必要不可欠な徳性としてギャルストンが強調する
のが、 寛容（tolerance） である。 この徳性は、
あらゆる個人の選択、もしくはあらゆる善の構想
は平等に善いものであるという相対主義的信念を
支持するのではないとギャルストンも認めてい
る。むしろ寛容とは、より善き生き方の追求につ
いて、他者から表現的自由を奪うことは誤りであ
るという認識に根ざしている。多元的な民主社会
において、市民は自分が拒絶する善の構想を反映
している実践に直面することがある。そのような
機会に備えて、リベラルな市民は、他者から表現
的自由を奪うために個人的・集合的強制力を行使
するのを原理にのっとって拒絶すること、すなわ
ち、自制（self-restraint）という規範を内面化し
なくてはならない11。この自制こそが、寛容とい
う政治的徳性の中核をなしており、社会内部への
多様性の尊重につながるのである。
　ギャルストンが擁護するシティズンシップ教育
の構想は、何よりもまずこの寛容の原理について
学生たちに教授して実践させることを主要な目的
とするものである。その理由は、寛容という原理
こそが、リベラル・デモクラシー社会において宗
教的・民族的多様性を最大限に包容しつつも社会
の統合を確保することを可能ならしめる最低限の
条件であると、彼が考えるからである。ここで留
意すべきは、本節の冒頭で述べたように、シティ
ズンシップ教育の第一の目標は、リベラル・デモ
クラシー社会の統合と発展を機能的観点から実現
することであるとギャルストンが再三主張してい
ることである。彼は、政治的な徳性というもの
は、道具的もしくは機能的な価値をもつものとし
て理解されるべきであり、それらに本質的な価値
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があるのかどうかはまた別の問題であると述べて
いる12。こうした言明から分かることは、シティ
ズンシップ教育において涵養されるべき公民的徳
性は、広範な市民が確実に身に付けることができ
るように、種類と内容においてできるかぎり限定
されているべきだというギャルストンの見解であ
る。そして、彼が自律という価値を公民的徳性の
リストから一貫して除外しているのも、自律とい
う価値を教えることが、社会内部の多種多様な生
き方のうちのいくつかに対して抑圧的に作用し
て、社会の統合を破壊してしまうことを恐れてい
るからである。
　これまでの議論を踏まえると、ギャルストン
は、シティズンシップ教育において涵養される
べき政治的徳性について、ミニマリスト的な立
場を採っていると考えられるかもしれない。しか
しながら、彼が提示している、リベラルな社会
に必要な徳性のリストを見てみるならば、必ず
しもそうであるとは言えないはずである。ギャ
ルストンは、リベラルな諸徳性を、一般的諸徳
性（general virtues）、リベラルな社会の諸徳性
（virtues of liberal society）、自由主義経済の諸徳
性（virtues of the liberal economy）、 リベラル
な政治の諸徳性（virtues of liberal politics）とい
う四種類に分類してそれぞれを論じている。本
稿の目的からして最も注目すべきは最後のカテ
ゴリーであるが、このリベラルな政治の諸徳性
としては、シティズンシップの諸徳性（virtues 
of citizenship）が第一に挙げられる。シティズン
シップの諸徳性には、他者の諸権利を尊重するた
めに自制する能力、代議制統治における公職候補
者の才能と人格を見極めて、公職者の業績を評価
する能力、そして、長期的な利益を犠牲にして短
期的な欲望を獲得しようとする悪徳を避けるべ
く自らの要求を和らげようとする覚悟が含まれ
る 13。
　ギャルストンはつづけて、これらのシティズン
シップの徳性をいわば下支えしている一般的な政
治的諸徳性（general political virtues）として、
「公共的討議に参与するための性向およびそのた
めの発達した能力」と、「リベラルな社会におけ
る諸々の原理と実践のギャップを（みずからの権
限の及ぶかぎりで）埋めようとする性向」という
二つを挙げている 14。ここで重要と思われるの
は、前者の徳性である。ギャルストンによれば、
リベラルな政治は、 彼が「公知性の推定」（a 
presumption of publicity）と称する、「政策過程
を抑制したり隠蔽したりするために説得力のある
理由を挙げることができないかぎりは、開かれた
議論を通して論争を解決しようとするコミットメ
ント」に依拠している。したがって、公共的討議
に参与するための性向と能力は、より具体的には
以下のような性格を帯びているものとして説明さ
れる。
この徳性には幅広い見解に真剣に耳を傾けよう
とする意欲が含まれるが、その幅広い見解のう
ちには、奇異であり、不快であるとまで聞き手
がきっと思ってしまうような考えも入ることに
なる。政治的討議の徳性にはまた、操作や強制
ではなくて説得の政治の基礎として、自分自身
の見解を知的に、そして率直に提示しようとす
る意欲も含まれる。15
一般的な政治的徳性についての以上のような規定
からは、政治的意思形成・決定形成は討議を通し
ておこなわれるべきであり、市民たちには公共的
討議に参加するための性向と能力を身に付けるこ
とが要請されることをギャルストンが支持してい
ることが分かる。
　しかしながら、ここで強調しておきたいのは、
公共的討議に参加するための性向と能力を身につ
けるように市民に要求することは、他者の表現的
自由を侵害しないように強制力の行使を控えると
いう消極的な態度以上のものを市民に求めている
のではないか、という疑問である。また、ギャル
ストンのいう討議の政治的徳性が先の引用で表現
されているような性格を帯びているのならば、卓
越性の一様式にすぎず、抑圧を招く危険性さえも
孕んでいると彼が見なす自律という価値を、政治
的徳性のリストから除外することができるのだろ
うか、という疑問もある。これらの問いを踏まえ
た上で、次節では、ジョン・ロールズの政治的リ
ベラリズムの構想に依拠したシティズンシップ教
育論において、どのような政治的徳性が重視され
ているのかを検討することにしたい。
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２．政治的リベラリズムにもとづく
シティズンシップ教育の構想
　公共的討議における意見・主張の相互的な正当
化の必要性と、そのために必要とされる資質と能
力を習得することの重要性は、ジョン・ロールズ
の政治的リベラリズムの構想に依拠したシティズ
ンシップ教育論を展開している理論家において
も、十分に認識されている。ここではイーモン・
カランの議論を取り上げたい。カランは、ロール
ズの政治的リベラリズムの構想に含まれる道理性
（reasonableness）という観念に着目して、ここ
から民主的社会の自由で平等な市民が保持すべき
政治的諸徳性を導出している。
　カランはまず、 リベラルなシティズンシッ
プ教育は、 諸個人に対する平等な尊重（equal 
respect）という原理に基づいたものでなければ
ならず、そして、この原理からロールズ的な意味
における道理性がシティズンシップ教育の第一義
的目標として導出される、と主張している16。す
なわち、学生たちには道理性という政治的徳性を
身につけることがシティズンシップ教育の中で要
請されることになるのである。さらに、カランの
説明によれば、道理性という徳性は、（1）「相互
性の原理」（the principle of reciprocity）の受容
と（2）「判断の重荷」（burdens of judgment）の
受容という二つの関連する側面を必然的にとも
なっている。まず、（1）相互性の原理とは、「他
者に対して［社会的］協働の公正な条項を提案
し、他者が同じ精神において示す提案に注意を払
い、相互に受容可能な仕方で差異を解消し、他者
が同じようにする準備があるかぎりで合意され
た協働の条項を遵守する」という性向を意味す
る17。民主的社会における理に適った多元性とい
う条件下に生きる市民たちは、この相互性の原理
を受容したうえで社会的協働の公正な条項を探求
する討議に参加することになるが、その討議の過
程では宗教的信条、民族的アイデンティティ、倫
理的信念の差異に由来する議論の対立を調停して
いかなければならない。そして、このことから、
「判断の重荷」の受容という第二の条件が必然的
に導かれる。
　ロールズによれば、「判断の重荷」とは、「理に
適った人々の間の理に適った意見の不一致の源
泉」が「政治生活の日常的な過程におけるわれわ
れの理性と判断の能力の正しい（かつ良心的な）
行使の多くの障碍」であるという事実のことであ
る18。その障碍のひとつに、ある事例に関する経
験的・科学的証拠の複雑性を挙げることができ
る。しかし、善あるいは正義をめぐる意見対立の
源泉の多くは、閉じられた心性、論理的能力の欠
如、無知などに単純に帰することができない。平
等に理に適った人格としての市民たちは、開かれ
た精神をもち、相当の論理的能力と知識を有して
いるとしても、自由や平等のような道徳的・政治
的概念をそれぞれ異なる仕方で解釈して具体的な
事例に適用するものである。また、善と正につい
ての私たちの主張は、個人の人生経験の偶然性に
よって左右されることを免れえない。職業や社会
的地位、民族的アイデンティティの上で多元的な
現代社会においては市民の個人としての全経験は
多様であり、そのことが道徳的・政治的諸価値に
ついての判断を分かれさせることがありうる 19。
以上のような「理に適った諸人格の間での善と正
に関する意見の不一致のなかには完全に調停不可
能なものもあるという事実」20 を十分に認めつつ、
公共的討議を通して社会的協働の公正な条項を探
求しつづける市民の育成が、カランが擁護するシ
ティズンシップ教育の構想の主要目標と位置づけ
られているのである。
　以上のような道理性を第一義的目標とするカラ
ンのシティズンシップ教育の構想では、個人の自
律がとりわけ重視されている。ここでカランが述
べる自律が実現されるためには、子供たちが家庭
や地域共同体、その他の結社で生きていくなかで
受け入れてきた善悪と正邪に関する見解を批判的
に検討することが求められる。こうした自らの道
徳的信念の吟味には、例えば論理的思考能力のよ
うな理性的な能力だけでなく、その能力の行使を
下支えするような動機づけと情動にかかわる心理
的性向もまた必要とされる 21。
　また、個人の自律を目指して涵養されるべき能
力と性向として挙げられているものは、自分自身
の道徳的信念のみならず、他者の道徳的パースペ
クティヴにも適用されることが期待される。ここ
で強調される政治的な徳性は、他者に対する共感
18
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である。カランは、シティズンシップ教育の目標
に「対抗する信念を共感的で開かれた心性をもっ
て探究すること」を含めており、そして、家庭ま
たは地域共同体によって継承されてきた宗教的信
念に対する批判的思考を養うべきだと示唆してい
る 22。このように他者の道徳的信念を共感をもっ
て批判的に吟味することが重視される理由は、道
徳的・文化的な多元性を所与とする社会において
社会的協働を促進していくためには、自分の善の
構想や道徳的信念を吟味するのと同時に、他者の
道徳的コミットメントを内在的に理解することも
必要であると、カランが考えているからである。
　ここで注目したいのが、公共的討議における諸
個人相互の理解の必要性を説く際に、彼がエイ
ミー・ガットマンとデニス・トンプソン（Den-
nis Thompson）による討議デモクラシー論を参
照していることである。そこで次節では、ガット
マン（およびトンプソン）の討議デモクラシー論
とそれに立脚するシティズンシップ教育の構想を
検討してみたい。そうすることで、カランが強調
する政治的徳性がどのような特徴を有しているの
かがより明らかとなるだろう。
３．ガットマンの討議デモクラシー論と
相互尊重
　シティズンシップ教育と討議デモクラシーの関
係について、ガットマンとトンプソンは次のよう
に述べている。
その公民教育において、討議デモクラシーは、
他の大部分のデモクラシーの形態よりもさらに
先に進んでいる。それは子供たちに、人間の尊
厳を尊重するというだけでなく、道徳的に動機
づけられた市民たちが共有できる条項にもとづ
いて政治的協働を維持するという役割を正当に
評価することも教えるだろう。23
そして、公正な条項にもとづいて協働を維持する
という役割を正当に評価することは、「仲間の市
民たちの多様な生き方を理解する」ようにという
要請へとつながる。私が他者と協働するために
は、私自身の道徳的パースペクティヴだけでな
く、その他者の道徳的パースペクティヴからも理
に適っていると判断される条項に基づかなければ
ならない。そうであるからこそ、他者のパースペ
クティヴに特有の内容を把握できるように、私は
それに想像力をはたらかせて入りこむ準備ができ
ていなければならない。
　以上のような、批判的思考能力と共感を行使し
て市民がお互いの道徳的信念を批判的に考察し合
う実践のことを、カランは市民間の相互的理解
（reciprocal understanding）と称しているが24、
これはガットマンが相互尊重（mutual respect）
と呼ぶ徳性を市民がお互いに行使することと同じ
であると考えられる。ガットマンはこの相互尊重
を寛容（toleration）とあわせてリベラル・デモ
クラシー社会における枢要な徳性として重視して
いるが、両者の間に明確な区別を彼女が設けてい
ることに注意すべきである。人々がみずからの道
徳的な確信という点で意見を異にしている社会で
生きていくためには、寛容という徳性を身につけ
ることが重要であり、シティズンシップ教育はこ
の徳性を促進することを目的とすべきであること
は間違いない。しかしながら、寛容とは、「自分
は自分、他人は他人、お互いに干渉せず各々生き
たいように生きるべし」（live and let live）とい
う消極的な態度であるといえる。よってそれは、
宗教的・文化的な多元性がありのままの事実とし
て存在する社会において、人々が平和的競争とプ
ラグマティックな妥協形成を達成するための前提
条件にとどまるだろう。能動的なシティズンシッ
プを実現するためには、すなわち、社会的協働の
公正な条項を探求する公共的討議を活性化するた
めには、寛容からさらに一歩進んだ相互尊重を追
求することが必要とされる 25。
　ガットマンは、市民間の相互尊重を実現するた
めには「自分自身は正しいものとして受け容れる
ことができない、理に適った観点への然るべき知
的・道徳的顧慮を認める意欲と能力」を必要とす
ると述べているが26、相互尊重がもたらす帰結と
その意義については別の箇所でより詳細に論じて
いる。
相互尊重を涵養することは、何が自分の善き
生を構成しているのかについての自分自身の
構想を教師と学生が投影する対象である、単
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なる抽象概念として人々を理解することだけで
はなくて、人々がみずから送る生と、何が善き
生を構成しているのかについての人々自身の構
想とによって、人々を彼ら自身の特殊性におい
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
て理解すること
4 4 4 4 4 4 4
をも必然的にともなう。理解
することは、受け容れることにつながるかも
しれないし、つながらないかもしれない。だ
が、理解することは、民主的教育（democratic 
education）において、受け容れたり拒絶した
りすることに先立つべきである。重要なのは、
民主的教育のパースペクティヴから見て、理解
することが、以前には知られていなかった生き
方もしくは誤解されていた生き方と、それらの
生き方と政治ならびに公的生活との関係を切り
拓く、ということである。そのような理解は、
学生たちの公民的知識の蓄えを豊かにしてくれ
る。27
「他者をその人の特殊性において理解する」とこ
こでガットマンが述べていることは、他者の道徳
的パースペクティヴのなかに想像力をはたらかせ
て入りこむとカランが表現していることと同じで
あると解釈することができるだろう。カランと同
じようにガットマンもまた、個人の自律の促進が
道徳的信念の点で多様な諸個人の間での相互尊重
と密接な関連を持っているという見解を明確に支
持しているのである。
　相互尊重という徳性がもつ決定的な重要性は以
上の説明から諒解されるだろうが、ガットマンと
トンプソンの討議デモクラシーの構想において、
個人の自律性と他者に対する共感または開かれた
心性とがどのような関係にあるのかを確かめるた
めには、相互尊重がどのような能力または性向か
ら成り立っているのかを検討する必要がある。こ
の点を明らかにする際に着目すべきは、相互性の
原理を支え、そして、民主的なシティズンシップ
教育において涵養されるべき「一群の道徳的性
向」（a family of moral dispositions）と彼女らが
呼ぶものである 28。その一群の道徳的性向には、
「公民的統合性」（civic integrity）、「公民的雅量」
（civic magnanimity）、「行為における道徳的不一
致の節減」（economy of moral disagreement in 
action）が含まれる。
　公民的統合性という道徳的性向は、自分自身の
政治的立場の道徳的地位を肯定しなくてはならな
いという市民に対する要請に対応している。公民
的統合性は、自らの発言の一貫性と、発言と行為
の一貫性を求める。さらにそれは、「原理の統合
性」（integrity of principle）、すなわち、自分が
とる道徳的立場が前提としている原理がもつより
広い含意を受け入れることを求める。例えば、
ガットマンとトンプソンは、妊娠中絶をめぐる論
争において、胎児の生命を尊重するという理由か
ら中絶に反対する人は、子供たちに適度な栄養が
与えられることを保証するような政策を擁護すべ
きだ、と述べている。この場合、自分が依拠する
「生命の尊重」という原理から、子供を対象とす
る福祉についてどのような政策的含意が引き出さ
れるのかを、中絶反対の立場をとる人は考慮しな
くてはならないのである29。
　他方、公民的雅量とは、自分に反対する立場を
とる他者の道徳的地位を認めなくてはならないと
いう要請から導き出される。この道徳的性向は、
以下の三つの仕方で表現される。まず、反対する
立場を、私的利益の追求を目的とする純粋に戦略
的な政治的・経済的見解としてではなくて、ひと
つの道徳的な見解として扱う。次に、開かれた心
性（open-mindedness）によって、反対する立場
を受け入れるのを妨げるような個人的・制度的習
慣を止めようと努力する30。そして三つ目に挙げ
られるのが、道徳的不一致の節減である。この道
徳的性向が意味するのは、論争を解決するのに必
要である以上にはその論争の範囲を拡大しないと
いうことである。言い換えると、討議者たちは、
ある争点に関する他者の見解の価値を、それとは
関係のない争点についてその人が抱いている見解
によって判断するべきではないということであ
る。道徳的不一致の節減は、論争の不必要な拡大
を禁じることによって、討議への参加者を不当な
迫害から保護することに寄与する 31。
　以上の議論を要約すると次のようになるだろ
う。ガットマンが重視する相互尊重という徳性
は、「一群の道徳的性向」から構成されている複
合的なものである。相互尊重という徳性は、大ま
かに、公民的統合性と公民的雅量という二つの道
徳的性向から成り立っている。公民的統合性と
は、自分自身の道徳的コミットメントの一貫性を
追求し、その政策的含意についても考量する批判
20
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的思考能力のことであり、他方の公民的雅量と
は、他者の見解を共感と開かれた心性をもって内
在的に理解するために求められる能力である。
４．中立性の問題
　しかしながら、市民が公共的討議を実践する上
で、カランおよびガットマンが提唱するような相
互尊重という徳性が発揮されることが重要である
と認めるにしても、ここで考えておかなくてはな
らない難問がある。それはすなわち、相互尊重と
いう徳性の適用範囲が政治的領域を越えてしまう
ものなのではないか、換言すれば、それは善き市
4
民
4
に特有の政治的な徳性ではなくて、善き人間
4 4
を
特徴づける一般的な徳性なのではないか、という
疑問である。そして、このような疑問を抱く人
は、相互尊重という徳性を、シティズンシップ教
育を通して人々のうちに涵養していくことは、結
局のところ、ある特定の善の構想――「吟味され
た生」（examined life）――を押しつけることに
なり、抑圧につながってしまうのではないか、と
懸念することだろう。先に取り上げたギャルスト
ンは、この種の危惧を根拠として、シティズン
シップ教育において個人の自律の促進を目指す
ガットマンの議論に明確に反対の立場をとってい
る。だが、諸個人の善の構想に対するシティズン
シップ教育の中立性の問題をもう少し深く考える
ために、ここでスティーヴン・マセードのカラン
に対する批判を検討してみたい。
　マセードもまた、ロールズの政治的リベラリズ
ムを支持し、カランの唱導するシティズンシップ
教育の基本目標を正当なものと見なしていること
は確かである。
子供たちにある種の「判断の重荷」の感覚を
（可能なかぎり）与えることと、彼らに意見の
不一致の正常性と道理性をしっかりと分からせ
ようとすることは、カランも言及している公民
教育の第二の目標を促進することの一助となる
べきである。その目標とはすなわち、政治的相
互性（political reciprocity） あるいは協働性
（cooperativeness）であるが、これは、私たち
の仲間の市民が同じようにするかぎりは私たち
の公的生活の公正な統治を肯定し支持しようと
する意欲である。32
だが、他方でマセードは、カランがシティズン
シップ教育の目標に「対抗する信念を共感的で開
かれた心性によって探究すること」33 を含めてい
ること、そして、家庭あるいは地域共同体によっ
て継承されてきた宗教的信念に対する批判的思考
を養うことをも含めるべきと示唆していることを
問題視している。シティズンシップ教育が批判的
思考能力と他者への共感を促進することは、個人
が自分自身の宗教的・道徳的信念に対してどのよ
うな態度をとるべきかという私的領域に属する問
題に政府当局が踏みこむことにつながってしまう
という懸念を、マセードは表明しているのであ
る 34。
　カランとマセードは、批判的思考の性質ならび
に適用範囲をめぐって解釈を異にしているといえ
る。カランは、共感と開かれた心性をもって他者
の宗教的・道徳的コミットメントの内容を批判吟
味することを重視している。これに対してマセー
ドは、シティズンシップ教育において個人の独立
した思考と判断の能力や共感を擁護することが、
全体としての生に関する包括的な理想に近づきす
ぎてしまい、私的領域における宗教的・道徳的多
様性を尊重するという政治的リベラリズムの目的
に背いてしまうことを懼れている。しかし他方で
マセードは、政治的事柄について批判的に思考す
ることの重要性を否定しているわけではなく、
「私たちの政治的信念について批判的に思考する
こと、すなわち、政治的諸原理を鵜呑みにせず
に、それらについて公共的に推論することは公共
的徳性である」と明確に述べているのである 35。
つまり、政治的徳性として公共的事柄についての
批判的吟味を奨励しつつも、私的領域における道
徳的・宗教的信念を同様に批判的精査にかけるよ
うに子供たちを導くことは避けたいというのが、
マセードの立場なのである。
　政治的徳性の要請と多様性の尊重との間に生じ
る緊張関係は、道徳的・宗教的信念を構成要素と
する諸個人の善の構想に対する、政治的徳性のリ
ストを含んだ正義の政治的構想の中立性をどのよ
うにして確保すべきか、という問題関心から理解
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されるべきものである。リベラルな社会におい
て、人種・民族・世界観等の点で多様な諸個人が
共通して尊重すべき政治的諸原理は、私的領域に
属するとされる宗教的・道徳的信念に対して中立
的な性格をもったものでなくてはならない。もし
も市民の共有されたコミットメントの対象となる
政治原理が、ある特定の宗教的・道徳的教説の内
容を反映しているならば、それ以外の宗教的・道
徳的教説を抱いている市民たちに対して国家権力
が抑圧的に行使される危険性が生じうる 36。
　こうした抑圧を極力回避するように、シティズ
ンシップ教育による政治的徳性の涵養と社会の多
様性の尊重とのディレンマをうまく扱っていくこ
とは、現実問題として非常に困難であることは否
定できない。しかし、どのような意味において国
家は中立的であるべきなのか、ということをここ
で考えておく必要がある。中立性という概念には
複数の定義の仕方が存在するが、ここでは意図
（intention）の中立性と効果（effect）の中立性と
の区別に着目したい。ロールズは、政治的諸制度
および政策の中立性の可能な意味について議論し
ているが、国家の政策がある特定の生き方や善の
構想を他のものよりも優先して促進することを目
指すべきではないという意味で、意図の中立性は
是認している。しかるに、何らかの政策を実施す
ることで、ある特定の生き方または善の構想が諸
個人に受け入れられる可能性が他のものよりも高
くなるだろうという可能性もロールズは十分に認
識しており、こうした意味において政策の効果の
中立性を否定している 37。
　この意図の中立性と効果の中立性の区別を考慮
に入れた上で、マセードの見解を検討してみるな
らば、彼もまた、公共的事柄について批判的に思
考することの重要性を子供たちに教えることが、
さまざまな宗教的・道徳的な包括的教説に対する
効果において中立的ではないということを認めて
いると分かる。つまり、政治的徳性として公共的
事柄についての批判的思考能力を育成することが
私的な事柄についても批判的に思考するという結
果につながる可能性は否定できないのである 38。
シティズンシップ教育において、公共的討議に参
加するために必要とされる能力と性向を将来の市
民である子供たちのうちに発達させるという課題
を追求するというのであれば、たとえ意図の中立
性を堅持するように配慮すべきであるとしても、
効果の中立性を実現できないという理由からシ
ティズンシップ教育に反対することは当を得てい
るとは言えないだろう。
結論
　本稿では、シティズンシップ教育において発達
させられるべき政治的徳性について、討議デモク
ラシーの活発な実践にとって適合的な徳性という
観点から、４人の論者の議論を検討してきた。４
人の論者はいずれも、政治的意見形成・意思形成
における公共的討議の重要性と政治的事柄につい
て個人的・集合的なレヴェルで批判的な考察をお
こなうことの必要性を説いているという点では共
通している。そして、政治的意見・主張を相互的
に正当化するというプロセスに市民が有効に参加
するために必要とされる政治的徳性を、シティズ
ンシップ教育という機会を通して子供たちに身に
つけさせるべきだと考えている点でも、合意が見
られる。
　しかし、ギャルストンは、個人の自律の促進を
シティズンシップ教育の主要目標として設定する
ことを拒み、個人の批判的思考・討議能力は、厳
格に政治的領域に限定されるべきであると考えて
いる。こうした考えの根拠は、リベラルな社会の
宗教的・道徳的多様性をできる限り保護し、市民
がそれぞれ抱いている善の構想、あるいは、それ
を構成する道徳的コミットメントについて相互の
不干渉、相互の自制という態度を堅持すべきであ
るという見解である。
　これに対して、カランおよびガットマンは、公
共的討議における市民間の相互理解の可能性を重
視しており、そのような観点から自律の促進をシ
ティズンシップ教育の目標として掲げている。真
に活発な公共的討議の実践を目指すのであれば、
ギャルストンが推奨するような、自分とは異なる
価値観・世界観をもっている仲間の市民と消極的
な仕方で平和的共存を図るという態度にとどまっ
ていては不十分である。公共的討議に参加する市
民たちは、自分が親や地域的・宗教的共同体から
受け継いできた善の構想、あるいは、それを構成
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する道徳的信念について、然るべき機会が与えら
れたときに批判的に問い直すことができるだけの
能力と性向を持つように導かれるべきである。さ
らに、自らの道徳的コミットメントを批判的に吟
味するにあたって、公共的討議に能動的に参加す
る市民には、自分とは異なる文化的背景をもつ他
者の道徳的コミットメントを内在的に理解するこ
とも求められる。ここで重要なのは、自分とは異
なる道徳的パースペクティヴの内側に想像力をは
たらかせて入りこもうとする他者との相互理解の
実践に従事することで、みずからの道徳的パース
ペクティヴが相対化される可能性が生じうるとい
うことである。カランとガットマンにとって、個
人の自律は、自分とは異なる価値観・世界観をも
つ他者との積極的な関わり合いのなかで、自らの
善の構想あるいは道徳的信念を問い直していくこ
とを必然的に伴っており、その点で他者に対する
共感や開かれた心性もまたシティズンシップ教育
において促進されるべきものとされる。以上の議
論を要約するならば、公共的討議に参加する自律
的主体としての市民には、ガットマンが「相互尊
重」と呼ぶ徳性を構成している「一群の道徳的性
向」を身につけることが期待されるのである。
　本稿を結ぶにあたって、今後論究すべき残され
た課題について述べておきたい。一つは、カラン
およびガットマンの提示するシティズンシップ教
育の「要求の高い」構想を支持するための積極的
な理由は何なのかという問いに答えることであ
る。第4節において、意図の中立性と効果の中立
性との区別を踏まえた上で、後者の中立性は政治
的構想に立脚するシティズンシップ教育によって
も保証されないということを指摘した。だが、そ
れが正しいとしても、そのこと自体は、個人の自
律を枢要な価値として位置づけるカランやガット
マンの構想を支持するだけの積極的な根拠とはな
りえないのではないか、という疑念が生じるかも
しれない。また、みずからの善の構想について批
判的に考察し、他者の道徳的パースペクティヴの
なかに共感と開かれた心性をもって入りこむこと
の重要性を認めるにしても、それは容易ならざる
実践であることは否定できない。カランもまた、
個人の自律を前提とした相互的理解は必然的に面
倒なものであると述べている39。それでは、カラ
ンまたはガットマンが擁護するシティズンシップ
教育の構想で提示されている道徳的に野心的な理
想を、なぜ私たちは支持すべきなのだろうか。こ
の問いに答える上で示唆的であると考えられるの
は、両者が支配（domination）の回避をシティズ
ンシップ教育が取り組むべき目標として掲げてい
ることである。
　「個人の自律はなおも、公民的協和（civic 
concord）についての野心的な理想からではなく
て、不平等な権力関係が、あまり権力をもたない
人々が不当な扱いを受けやすくなるという可能性
（the vulnerability to abuse）をつねに生み出し
てしまうことへの思慮にかなった恐怖から生じる
公民的徳性を有している」とカランは述べてい
る40。この主張は、カランが外的障碍の不在とし
ての消極的自由ではなくて、権力をもつ人々によ
る「支配（domination）の不在としての自由」と
いう共和主義的自由を重視していることを証明す
るものとして解釈できるだろう41。すなわち、現
代社会における非対称的な権力関係が、他者の恣
意的な干渉をうける可能性に曝されているという
意味で、彼は支配を理解している。自由と平等と
いう価値にコミットしているはずの現代のリベラ
ル・デモクラシー社会においてもなお、女性や貧
窮者、人種的・民族的マイノリティのような人々
は、こうした意味での支配に曝されているといえ
る。社会的・経済的エリートの操作的戦術に対抗
し、権力関係の不平等を是正して、支配を縮小し
ていくためには、本稿で論じてきた政治的徳性の
涵養が必要不可欠であるとカランは考えているの
である。
　ガットマンもまた、みずからが唱導する民主的
教育における基本原理のひとつとして「非抑圧」
（nonrepression）を挙げている。この非抑圧の原
理は、「国家ならびにその内部のいかなる集団が、
善き生と社会についてのさまざまな構想をめぐる
合理的討議を教育が不必要に制限してしまうのを
予防」し、そして、「国家が合理的討議のための
能力を涵養することを要求する」42。ここでガッ
トマンが非抑圧は純粋に消極的な自由の原理では
ないと明言していることに着目すべきである。
「非抑圧の原理は、さまざまな生き方についての
合理的討議ないし考察を制限するために教育を用
いることを禁じるという点においてのみ、干渉か
らの自由を確保する」という言明43 は、彼女もま
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たカランと同じように共和主義的自由の解釈を支
持し、それを市民たちが平等に享受するには個人
の独立した批判的思考能力と他者への共感という
政治的徳性を養成し、それを政治的討議の場で行
使することが必要であると考えていることを示し
ているのである。
　以上のように、カランとガットマンは、市民が
公共的討議に参加する際に必要とされる政治的徳
性の涵養というシティズンシップ教育のプロジェ
クトと、支配の不在としての共和主義的自由の観
念との結びつきを示唆している。そして、この関
連こそが、カランおよびガットマンの道徳的に野
心的なシティズンシップ教育の構想を擁護するた
めの積極的根拠となりうると考えられる。しか
し、政治的徳性の涵養と共和主義的自由の実現と
の関連について、上の論述はあくまで示唆的なも
のにとどまっており、議論が十分に尽くされてい
ないことは否定できない。両者の関連の解明は、
今後の課題とすることにしたい。
　もう一つの論点は、シティズンシップ教育を実
際に行うための制度的環境についての論究であ
る。本稿では、シティズンシップ教育の内容、す
なわち、シティズンシップ教育においてどのよう
な政治的徳性がとりわけ涵養されるべきなのかと
いう問題をもっぱら考察してきたため、どのよう
な教育環境あるいは教育方法によってより効果的
に涵養されるのかという問題を扱うことはできな
かった。この問題の追究も別稿を期すことにせざ
るをえないが、シティズンシップ教育の実践に適
した環境について「共通学校」（common school）
という理念をカランとガットマンが推奨している
ことを最後に指摘しておきたい。
　「共通学校」 とは、 さまざまな人種的・ 宗教
的・文化的背景をもつ生徒たちが一つの学校とい
う環境のなかで一緒に学習するという、望ましい
教育環境についての一つの理念である。こうした
共通学校という環境は、ガットマンとカランの両
者にとって、政治的諸徳性を涵養していく方法の
観点から望ましいものであるとされる。ガットマ
ンは、相互尊重のような政治的徳性は、実例と議
論の両方によって教えられるべきであると主張し
ている44。そして、カランもまた、道理性という
徳性は、討議の実践を反復していくなかで熟達し
て鋭敏なものとなると考えている。というのは、
「道理性の行使は、相対立する価値と利益をもつ
市民たちがどのようにして一緒に生きていくべき
かについて道徳的に根拠づけられたコンセンサス
をつくりだすべく共に参加できる討議的背景を前
提としている」からである45。道理性という徳性
の発達には対話的なコンテクストにおいて相互性
が実践されることが必要であり、共通学校こそが
この対話的コンテクストをつくりだす明白な方法
なのである。
　しかし、いくら「共通学校」が政治的徳性の発
達にとってきわめて重要であると認めるにして
も、多様な社会的背景をもつ子供たちが共同して
学校生活を送るという環境を創り上げることには
実際上の制約がある。例えば、シティズンシップ
教育の実施する上で、独自の文化様式または宗教
的信念の継承を目的とする「分離学校」（sepa-
rate school）の扱いはどのようなものになるのだ
ろうか、という問題がある。この種の問題につい
ての論究もまた、別稿に譲ることにしたい。
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